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普天間飛行場所属MV22オスプレイが訓練飛行中に部品落下

12/13 普天間飛行場所属MV22オスプレイが空中給油訓練中にブレードを損傷し不時着水
12/13 任務を終え普天間飛行場へ帰還したが、着陸装置が機体から出ずにパッドの上に着陸

市内９団体による宜野湾市共同声明の発表及び、抗議・要請行動

◆平成 28年度　宜野湾市訪米要請行動

　平成27年11月、市内9団体による共同記者会見

を行い、「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と

MV-22オスプレイの移駐及び騒音被害の軽減を

求める宜野湾市共同声明」を発表しました。

　その後、9団体代表者による県内・県外各関係機

関へ抗議・要請を行い、要請事項を最優先に取り

組み、速やかに実現するよう求めました。菅官房長

官からは「政府にとって最も大切なことは、普天間

飛行場の固定化を避け、一日も早く危険性の除去

を実現することであり、負担軽減のために全力で取

り組んでまいる」との発言がありました。

　平成24年9月19日、防衛省・外務省はオスプレイの運用について安全性は十分に確認されたとして安全宣言を行いまし
た。しかし、その内容は、「可能な限り」や「運用上必要となる場合を除き」などの文言が付き、実際の運用は米軍任せと
なっております。以下、MV-22オスプレイの沖縄配備について（概要）からの抜粋となります。
・飛行経路について、可能な限り学校や病院を含む人口密集地域上空を避けるよう設定し、可能な限り海上を飛行すること
・適用される騒音規制措置に関する合同委員会合意事項をMV-22の運用においても引き続き遵守すること

　平成27年12月には日米共同報道発表
において、平成27年3月に返還された西
普天間住宅地区跡地と国道58号線を繋
ぐアクセス道路の建設に向けた措置を取
ることと、普天間飛行場東側４haの返還
に向けた作業を加速化していくことが確
認されました。両地区の返還は、市民が
長年待ち望んだものであり、関係機関と
も連携を図り、跡地利用の取り組みを進
めてまいります。

　平成28年4月をもって、普天間飛行場全面返還合意から20年を経過し
ましたが、未だ返還が実現せず、航空機事故の危険性や、騒音等が市民生
活の大きな負担となっております。市民の強い願いである普天間飛行場
の一日も早い閉鎖・返還の着実な実現には、米国政府の理解と協力が不
可欠であることから、普天間飛行場問題の早期解決を求めるため、平成
28年4月23日から5月1日にかけて、訪米要請行動を行いました。
　主な面談先として国務・国防両省の次官補代理をはじめ、連邦議
会議員、シンクタンク関係者等と意見交換を行い、基地被害の現状
と、市民の生の声を届けるとともに要請書を手交し、その実現を強く
求めました。
　各要請先においては、本市が置かれている厳しい現状や、返還合意の
原点である普天間飛行場の早期の危険性除去、基地負担軽減の必要性
について共有し、問題の早期解決に向け、協力して取り組んでいくこと
を確認いたしました。

要請書では下記の４項目を提示しました。
一、普天間飛行場を絶対に固定化・継続使用せず、一日も早い閉鎖・返還を実現すること。
一、返還されるまでの間の、普天間飛行場の危険性除去及び基地負担軽減を、日米両政府においてこれ
まで以上の取り組みを行うこと。

一、普天間飛行場に配備されているMV-22オスプレイを他の拠点へ移駐すること。
一、市民生活の影響が特に大きい夜間飛行及び住宅地上空における旋回飛行訓練を行わないこと。

【参加団体】
・宜野湾市　・市議会　・市教育委員会　・市自治会長会　・市老人クラブ連合会
・市婦人連合会　・市青年連合会　・市商工会　・市PTA連合会

国務省（ソン・キム次官補代理、
　　　　　ジョセフ・ヤング日本部長）

ジョン・マケイン上院議員
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